
Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

各論点に係る検討状況

資料２



交通拠点の機能強化に向けた論点

論点 検討の方向性（イメージ）

【論点１】

バスタプロジェクトの定義

●道路管理者が取り組むバスタプロジェクトについて定義を考える必
要があるのではないか。

【論点２】

交通拠点のタイプの考え方

●モード間連携や事業連携の体系に応じ、様々なタイプの交通拠点
が考えられるのではないか。

【論点３】

道路ネットワークの強化のた
めに必要な機能のあり方

●データを活用したバス運行の効率化による交通の円滑化等、データ
収集・利活用の考え方について整理が必要ではないか。

●災害時において高速バスが都市間をつなぐ交通を担うことを踏まえ、
交通確保の観点から防災機能の強化が必要ではないか。

【論点４】

地域特性等を踏まえ交通拠点
の必要な機能のあり方

●地域や結節する交通モードによって必要な機能が異なるのではな
いか。

●歩行者動線に配慮した施設が必要ではないか。

【論点５】

構造基準等の考え方

●特定車両停留施設の構造基準の考え方の整理が必要ではないか。

【論点６】

整備・運営手法等の考え方

●効果的な整備、継続的な管理運営を行うための手法等に関する知
見の整理が必要ではないか。

【論点７】

ノウハウの体系化

●プロジェクト実現に向けた必要な手続・手順、調整事項等を明確に
すべきではないか。
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論点１

バスタプロジェクトの定義
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第2回検討会の主な意見（論点１関係）

主な意見 対応方針

1
「歩行者ネットワークの強化」について、バスタは
モーダルコネクトの強化や他の交通手段との連携、
モビリティハブのように様々なものを接続する拠点と
いう意味合いの方が強いのではないか。

これまでの道路整備で十分に対応できていなかった交
通拠点の歩行者動線について、その重要性を考慮して
項目を分けて記載している。

2
バスターミナルが沿道を含めて一体となることで、ま
ちが活性化している例もあるので、将来的に「沿道
活用」を行うことをイメージさせるような表現を追加し
た方がよいのではないか。

「賑わい創出・イベント」の説明において、沿道活用に
ついても記載する。

3
バス停の集約を促すためにはバス事業者の協力も
必要なので「公共交通再編」、「地域公共交通の
サービスレベル向上」などのキーワードを追加した
方がよいのではないか。

交通拠点を考える上で、公共交通の再編等の取組とも
関連することから、公共交通に関する記載を追加する。

4
バスには、「すべての人のために」という語源もある
ようなので、バスの概念を広げて名前の定義にする
ような解釈もあるかと思う。

「バスタ」の名称の由来の説明において、バスの語源
についての記載を追加する。

5

新しいサービスを導入する際に「リビングラボ」といっ
たような機能を都市の中に埋め込んで社会実験を
進めている例がある。バスタプロジェクトは新しい結
節機能をつくるものなので、「モビリティマネジメント
センター」、「モビリティデザインセンター」のような機
能もマネジメント機能として考えるとよいのではない
か。

論点６「整備・運営手法等の考え方」にて検討する。

論点１
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Ⅳ デジタル技術の活用

地域の活性化 災害対応の強化 生産性の向上
地域の実情に即した公共交通ネットワークの充実や賢く公
共交通を使う取組により、人と物の流れや地域の活性化等
をより一層促進。

災害時の鉄道等の代替交通機関としてのバスの機能を強
化し、災害時の人流を確保。

ドライバー不足が進行するバスの運行効率化を促進すると
ともに、バスの利用促進により都市部の渋滞損失を削減。

○バスタプロジェクトは、道路管理者が、地域の活性化や災害対応の強化、生産性の向上を実現するため、歩行者
の利便の増進や交通マネジメントや防災機能の強化等、バス・タクシー等の交通拠点の機能の高度化を図る取組。

○そのためには、従来のリンク中心ではなくノードを含めて道路ネットワーク全体をマネジメントすることにより、その
効果を最大限に発現することにも留意。

バスタプロジェクトの定義（案）

Ⅰ 歩行者の利便強化 Ⅱ モーダルコネクトの強化
Ⅲ 官民連携による
整備・管理運営

自動運転・
新たな
モビリティ

ICT活用
(MaaS等)

ETC2.0データ等
による運行管理

各種情報収集・活用
（災害時の情報提供）

写真：クール駅/バス停（スイス・クール）

写真：ベルリンストリート（ドイツ・ベルリン）

論点１
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Ⅰ 歩行者の利便強化

【縦動線の最適化】

休憩・賑わい空間の確保施設のバリアフリー化

・ベンチや利便施設等を設置し、バス等の待合環境を改善
・歩行者動線上に休憩・賑わい等の滞留空間を確保

（災害時には一時滞在のための空間等としても利用）

歩行者動線・施設配置の最適化

【横動線の最適化】

・他の交通モードの拠点と階
層ごとに立体的に配置する
ことにより、交通モード間の
乗継ぎ時の水平移動を最
小化

・駅やまち、道路施設（デッキ・地下歩道）が一体となって、歩行者動線を
合わせるとともに、縦動線を集約化

・歩行者動線における段差の解消や幅員の確保、昇降施設の設置
等によりバリアフリー化

・待合空間や券売機、情報提供設備等のバリアフリー化

渋谷駅周辺の例

エレベーターの設置
乗降場における視覚障害者誘導用ブロックや柵の設置

待合空間のイメージ（神戸三宮）

出典：国道2号等 神戸三宮駅前空間の事業計画
(国土交通省・神戸市)

出典：国土交通省資料出典： 社会資本整備審議会 道路分科会 第55回基本政策部会 資料(国土交通省)

論点１
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デッキ上の賑わい広場のイメージ
（さいたま新都心・けやき広場）

バスタ新宿の例

出典：Acoustic Village 2019(http://acoustic-village.com/)

※検討中のため未確定



Ⅱ モーダルコネクトの強化

帰宅困難者等の一時滞在点在するバス停の集約

インバウンド対応鉄道等の他の交通モードとの連携

・帰宅困難者の一時的な滞留空間の確保
・緊急物資の備蓄倉庫や非常用発電機等の設置空間の確保

非常用発電機

備蓄倉庫滞留空間

・駅周辺などに点在するバス停を集約してバスターミナル化
・地域特性を踏まえた、公共交通の再編などとも連携

・鉄道、LRT等、他の交通モードと連携した待合空間等の確保
・鉄道等の他の交通モードと連携した道路ネットワークの整備
・公共交通の再編等の取組とも連携した拠点

・インフォメーションセンターにおける訪日外国人への案内
・各種案内を多言語に対応

出典：国道2号等 神戸三宮駅前空間の事業計画(国土交通省・神戸市)

出典：Google Earthより作成

出典：モーダルコネクト検討会資料(国土交通省)

論点１

出典：国土交通省記者発表資料（平成28年5月23日)
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Ⅲ 官民連携による整備・管理運営

立体道路区域等の各種制度の活用PPP/PFIの推進

賑わい創出・イベントまちづくり等の他事業との連携

・拠点周辺の空間（道路空間を含む）を活用して地域一帯での賑
わいの創出

・民間事業者との連携によるイベントの実施

・民間事業者と連携した整備・管理運営の実施
・官民連携による公共空間の確保

・立体道路区域等の制度を活用した拠点空間の有効活用
・民間事業者の創意工夫を活かした空間整備

・まちづくり等の他事業と連携した拠点の整備
・まちと一体となって交通も含めたマネジメントの実施

市街地再開発事業と一体となった施設整備（神戸の例）

日本橋地区の地下歩道の維持管理

バスタ新宿の例

バスタマーケット（バスタ新宿）

出典：国道2号等 神戸三宮駅前空間の事業計画
(国土交通省・神戸市)

出典：国土交通省資料

出典：国土交通省資料

マルシェによる賑わい創出のイメージ

出典： 社会資本整備審議会 道路分科会
第55回基本政策部会 資料(国土交通省)

出典：国土交通省関東地方整備局東京国道事務所HP

論点１

道の駅やパーク＆ライド駐車場と一体となった施設整備（道の駅富楽里とみやまの例）

出典：国土地理院航空写真より作成

道の駅PA

高速PA

パークアンド
ライド駐車場

出典：道の駅富楽里とみやまのHP（バス停の写真）
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虎ノ門ヒルズ 森タワーの例

出典： 森ビル株式会社 資料

※検討中のため未確定



Ⅳ デジタル技術の活用

ICTの活用、MaaS自動運転・新たなモビリティとの連携

災害時の情報提供ETC2.0データ等の活用

・MaaS等、ICTを活用した新たなサービス等との連携
・拠点における各種データのオープン化
・データを活用して、拠点のマネジメントを高度化

非常用発電機

備蓄倉庫滞留空間

・将来の自動運転・新たなモビリティの利用を想定した拠点づくり
・パーソナルモビリティ等との結節も想定
・自動運転・新たなモビリティに対応した走行空間やモビリティ・ポート

・ETC2.0データ等を活用したバス・タクシーの運行管理
・リアルタイムの遅延情報等をもとに旅客が効率的に乗継ぎ

写真：ダウンタウン通り（ハンガリー・ブダペスト）

MaaSアプリ

出典：国土交通省記者発表資料（平成30年3月27日)
出典：総務局, 産業労働局, （公財）東京観光財団

記者発表資料（平成31年3月19日)

品川駅西口次世代型交通ターミナルのイメージ
出典：国道１５号品川駅西口駅前広場事業計画

論点１

・デジタルサイネージ等により、災害情報の提供や周辺の避難場
所・交通情報への誘導を図る

出典： 地下街防災推進事業制度の解説と地下街の取組事例
(国土交通省都市局街路交通施設課)

(通常時)

(災害時)
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MaaSデータプラットフォーム

出典： 社会資本整備審議会 道路分科会
第67回基本政策部会 資料(国土交通省)

出典： 週刊エコノミストonline(R1年7月22日)

※検討中のため未確定



① バスターミナルの略
② バス、タクシーの略

③ バスがスター（星）のように各地に放射

「バスタ」の名称の由来

「バス」の語源：
ラテン語で「すべての人のために」という意味の「omnibus」（オムニバス）に由来。

論点１
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参考



論点２

交通拠点のタイプの考え方
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第2回検討会の主な意見（論点２関係）
論点２

主な意見 対応方針

1
バスタの類型化は、移動の特性（都市内移動or都市
間移動or観光移動等）に着目して行うことが必要な
のではないか。

乗り入れる交通モードの特性によって、交通居手に求
められる機能が異なることが想定されることから、必要
な機能が異なると考えられる要因（切り口）を整理し、
要因ごとに必要と考えられる機能を整理してガイドライ
ンに反映する。2

バスタの類型化は、都市内移動や都市間移動等の
トリップの種類に着目して行うことが必要なのではな
いか。

3 バスタの類型化は、施設規模、移動距離帯の両面
から行う必要があるのではないか。

4 バスタの類型化に際し、交通モードとしてタクシーも
明示したほうがよいのではないか。

主な交通モードにタクシーが関係する組合せを追加す
る。

5
地方では路線バスと高速バスとの連携が重要なの
ではないか。また「人とモノの連携」に関する記述も
必要なのではないか。

主な交通モードに路線バスと高速バスの組合せを追加
する。

12



交通拠点の類型化
論点２

13

①マルチモードバスタ ②ハイウェイバスタ ③地域のバスタ

概要 ・鉄道駅を中心とした総合的な交通拠
点

・高速道路のSA・PAなどにおいて、他
のバスと乗り継ぎを行う交通拠点

・路線バスの乗り継ぎ、タクシー、乗
用車、自転車などが乗り入れる交通
拠点

・道の駅において、高速バス、路線バ
ス、コミュニティバスなどが乗り入れ
る交通拠点

地域特性 市街地の駅前広場など 高速道路のSA･PAなど 郊外の道の駅、駐車場など

主な交通モード 鉄道×路線バス
鉄道×高速バス

×
高速バス×タクシー

×

高速バス×高速バス
高速バス×路線バス

×
高速バス×タクシー
高速バス×乗用車

×

路線バス×路線バス
路線バス×高速バス

×
高速バス×タクシー
高速バス×乗用車

×

事業内容 ・鉄道駅に近接し、民間再開発と連携
して交通拠点を整備

・鉄道駅に近接し、歩行者デッキとあ
わせ交通拠点を整備

・駅前広場の再整備とあわせ、交通
拠点を整備

・高速道路のSA・PAに併設し、高速
バスの乗り継ぎを行う高速バス停を
交通拠点として整備

・高速バス停と乗継ぎを行う路線バス
停を交通拠点として整備

・高速IC近くに、乗換拠点となる駐車
場を交通拠点として整備

・道の駅で高速バスや路線バスなど
が乗り入れる交通拠点を整備

・路線バス、乗用車、自転車など地域
交通が乗り入れる交通拠点を整備

・観光拠点として、観光バス、路線バ
スなどが乗り入れる交通拠点を整備

※検討中のため未確定



交通拠点の類型化イメージ

高速バス 路線バス 自家用車、タクシー 徒歩、自転車

3. 地域のバスタ1. マルチモードバスタ 2. ハイウェイバスタ凡例

論点２
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観光地

道の駅

IC IC

1.マルチモードバスタ
(鉄道駅を中心とした総合的な交通拠点)

住宅等

業務･商業の集積

SA･PA

2.ハイウェイバスタ
（IC直結型）

3.地域のバスタ
（道の駅型）

3.地域のバスタ
（地域交通拠点型）

3.地域のバスタ
（観光拠点型）

2.ハイウェイバスタ
（SA･PA併設型など）

2.ハイウェイバスタ
（高速バス停型）

※検討中のため未確定



形態 平面タイプ 建物一部共用タイプ 建物一体タイプ

概 要

・施設を平面的に整備 ・施設上空の一部に人工地盤や建物を整備 ・施設全体を周辺の建物と一体的に整備

利用者

規模

ステーク
ホルダー*

事業ス
キーム
（例）

・単独の施設として整備

・道の駅等の敷地内に施設を整備

等

・単独の施設とする部分と建物の床を取得（区分所

有）した部分により施設を整備

・立体的な道路区域に施設を整備した上で、上部に

建物を整備（立体道路・道路一体建物） 等

・立体的な道路区域に施設を整備した上で、上部に

建物を整備（立体道路・道路一体建物）

・建物の床を取得（区分所有）して施設を整備

等

施設配置の形態に着目したタイプ分け

大

比較的少

（断面イメージ）

（平面イメージ） （平面イメージ）

（断面イメージ）

（平面イメージ）

交通拠点の利用者数が多いほど、当該拠点の施設規模は大きくなる一方、そのような拠点は既に都市機能が集
積しているために土地利用の制約があり、複雑な調整や効率的な土地利用が必要になると考えられる。

施設配置の形態に応じて、整備、管理・運営の手法とその課題を整理することとする。

多

（断面イメージ）

多

比較的小

比較的少

*ステークホルダー：地権者等の権利者、交通事業者（鉄道・バス・タクシー等）、周辺民間開発事業者、周辺施設管理者、自治体 等

論点２
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※検討中のため未確定



施設
形態

平面タイプ 建物一部共用タイプ 建物一体タイプ

配
置
イ
メ
ー
ジ

施設配置の形態に着目したタイプ分け（イメージ）

民間施設

歩行者デッキ

道路

駐車場

待合空間

タクシー乗降場

鉄
道

駅

南広場

ペデストリアンデッキ

バスターミナル

民間施設

鉄道駅

歩行者デッキ鉄道駅

次世代
交通ﾀー ﾐﾅﾙ

民間
施設

ﾊﾞｽﾀｰ
ﾐﾅﾙ

バスターミナル 鉄道駅

鉄道駅

民間
施設

歩行者
デッキ

歩行者
デッキ

歩行者
デッキ

道路

バスターミナル

ﾊﾞｽ
ﾀｰﾐﾅﾙ

民間
施設

バスターミナル

論点２

・立体道路制度
・市街地再開発事業
の床分譲 等

・道路拡幅
・立体道路制度
・民間開発との連携 等

・道路空間の再配分 等 ・立体道路制度
・民間開発との連携 等

・立体道路制度
・民間開発との連携 等
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※検討中のため未確定



路線バス 高速バス(中距離・昼間運行) 高速バス(長距離・夜間運行)

交通拠点に
求められる
機能の例

• 高速バスに比べると利用距離が
短く一定程度の運行頻度がある。
⇒ピーク時等にもスムーズに利

用できる乗降スペース等への
需要が 高いことが想定される

• 中距離の利用距離であり運行頻
度も多くないため、出発時間前か
らの待機も一定程度はあり、滞在
時間も路線バスに比べると長いと
想定される。
⇒充実した休憩・待合スペースへ

の需要が高いことが想定され
る

• 運行頻度が少ない上に利用距離が長いため、出発時
間の前から待機する場合も多く、滞在時間も長くなるこ
とが想定される。
⇒充実した休憩・待合スペース等への需要が

高いことが想定される

• 到着者は長時間移動後のため、身支度を整えるような
施設への需要が高いことが想定される。
⇒パウダールーム、シャワールーム等への需要が高

いことが想定される

その他のタイプ分けする際の視点

乗り入れる交通モード、施設規模、交通拠点を中心としたネットワークの広さ・規模（利用距離）によって、交通拠点
において重視される機能や周辺施設等との連携のあり方が異なると考えられる。

今後、重視される機能が異なる要因（切り口）を整理し、重視される機能や周辺施設等との連携のあり方を要因ご
とに整理してガイドラインに反映する。

① 乗り入れる交通モード ② 施設規模

④ 交通拠点を中心としたネットワークの広さ・規模（利用距離）

乗り入れる交通モードに応じて必
要な交通結節機能が異なる。

③ 利用者特性
施設規模が大きくなるにつれ、施設
形状が複雑になることから利用者
の動線計画や案内サインについて
特に配慮する必要がある。

観光目的の移動では、物販施設、
飲食施設、荷物預かり施設、観光
案内施設等への需要が高いことが
想定される。

（視点の例）

論点２

17出典：児玉委員資料（R2.11.10 第2回バスタプロジェクト推進検討会）

※検討中のため未確定



論点３

道路ネットワークの強化のために
必要な機能のあり方
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「新たな広域道路交通計画」の策定

重要物流道路を契機とした「新たな広域道路交通計画」の策定について

Ⅰ 今後の道路計画の主な課題

新たな国土構造の形成 グローバル化 国土強靭化

(1)

広域道路ネットワーク
計 画

(2)

交通・防災拠点
計 画

(3)

ＩＣＴ交通マネジメント
計 画

各交通機関との連携強化 ＩＣＴ活用・自動運転社会への対応

「平常時・災害時」を問わない「物流・人流」の確保・活性化

Ⅱ 新たな広域道路交通計画の策定

重要物流道路の指定・地域高規格道路等の広域道路ネットワークの再編 等

新たな社会・経済の要請に応えるとともに、総合交通体系の基盤としての道路の役割強化や、ＩＣＴ・自動運転
等の技術の進展を見据えた未来志向の計画が必要。

各地域において中長期的な観点からビジョン、計画を策定 （定期的に見直し）

• スーパーメガリージョンの実現
• 中枢・中核都市等を中心とする
地域の自立圏の形成 等

• インバウンドへの対応
• 国際物流の増加への対応 等

• 災害リスク増大への対応
• 代替機能の強化の必要性 等

社会資本整備審議会 道路分科会
第６６回基本政策部会(H30.8.6)

○各地域において、道路管理者は新たな広域道路交通計画として、中長期的な観点からビジョン、計画を策定。
○バスタプロジェクトの推進に際して、これら計画において、交通結節点の機能強化等に関する計画を位置づけ。

論点３
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参考



「交通・防災拠点計画」「ＩＣＴ交通マネジメント計画」

交通・防災拠点 ／ ＩＣＴ交通マネジメント計画の主な検討の視点

＜交通・防災拠点計画＞

＜ＩＣＴ交通マネジメント計画＞

地域における中心的な役割を担う主要鉄道駅等の交通拠点について、利用者の利

便性の向上や周辺道路の交通課題の解消を図るため、立体道路制度の活用によ

る空間再編や総合交通ターミナルの整備等も含め、官民連携によるモーダルコネク

ト（多様な交通モード間の接続）の強化策に関わる計画を策定。

災害時の物資輸送や避難等の主要な拠点となる道の駅や都市部の交通拠点等について、災害情報の集約・

発信、防災施設の整備など、ソフト・ハードを含めた防災機能の強化策に関わる計画を策定。

ＩＣＴ等（ETC2.0含む）の革新的な技術を積極的に活用した交通マネジメントの強化

に関わる計画を策定。

• 広域的な道路ネットワークを中心とした、平常時や災害時を含めたデータ 収

集や利活用の強化

• 他の交通機関とのデータ連携によるモビリティーサービスの強化

• 主要な都市部等における面的な交通マネジメントの強化

• ＩＣＴ等の活用にむけた産学官連携による推進体制の強化 等

今後の自動運転社会を見据えた、地域における新たな道路施策を検討するための推進体制や実験計画等に

ついて整理。

社会資本整備審議会 道路分科会
第６６回基本政策部会(H30.8.6)

論点３
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参考



道路ネットワークと交通拠点

○拠点都市間、あるいは、地域内をつなぐ高速道路等の道路ネットワークのほか、鉄道・高速バス等の交通ネット
ワークが重なって、それらが有機的に結合することにより、ノードを形成。

○道路ネットワークの効果を最大限発現するためには、リンクを強化するだけでなく、ノードを公共交通を含む交通拠
点として機能強化を図るとともに、平常時・災害時、さらには、将来を見据えた交通マネジメントが不可欠。

新幹線・リニア等

高速道路

鉄道
駅

各地域

道の駅

中心
都市

クルーズ船
寄港地

中山地域

観光地

鉄道
駅

SA/PA

高速バス
ターミナル

高速
バス停 高速バス

ターミナル

高速バス
乗換拠点

高速
バス停

拠点都市

：交通・防災拠点（ノード）

論点３
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リンク中心
「移動」のためだけの基盤

リンク×ノード×マネジメント
より「安全」＋「移動」＋「休憩」＋「賑わい」のための基盤へ

未 来これまで

平常時

災害時

※検討中のため未確定



ノード
（交通結節
点）

リンク（道路区間）

災害時 平常時

ノード
（交通拠点）

交通拠点

ICT交通マネジメント

道路ネットワークを強化するための交通拠点（ノード）の取組

○道路ネットワークを強化するための交通拠点の取組としては、
・官民連携によるモーダルコネクトの強化
・ソフト・ハードを含めた防災機能の強化

を進めるとともに、ICT等を活用した交通マネジメントの強化を行うこととしている。
○さらに、特に地方部においては、人口減少・高齢化の進展が顕著であり、かつ、公共交通（路線バス）の衰退が継

続していることを踏まえ、交通拠点を人が集まる賑わい空間としていくことにも留意が必要。

論点３

官民連携によるモーダルコネクトの強化
・歩行者動線・施設配置の最適化
・点在するバス停の集約
・休憩・賑わい空間の確保
・立体道路区域等の各種制度の活用 等

ソフト・ハードを含めた防災機能の強化
・代替輸送機能の確保
・帰宅困難者等の一時滞在
・非常用物資の備蓄
・ライフラインの確保 等

22

ICT等を活用した交通マネジメントの強化
・ETC2.0データ等の活用
・ICTの活用、MaaS
・災害時の情報提供
・災害時の交通マネジメント 等

出典：令和2年度 国土交通白書

出典：平成26年度 国土交通白書

地方部の課題

【公共交通(路線バス)の衰退】

【人口減少・高齢化の進展】

全国的に路線バスの輸送人員が減少してい
るが、特に地方部においてその傾向が顕著

地方部では人口減少が著しく、特に生産年
齢人口は大幅に減少してくことが予想

※H12を基準とした推移

三大都市圏
は回復傾向

三大都市圏
以外は減少
傾向が継続

東京圏 地方圏

※検討中のため未確定



取組例（官民連携によるモーダルコネクトの強化）
論点３
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休憩・賑わい空間の確保

・ベンチや利便施設等を設置し、バス等の待合環境を改善
・歩行者動線上に休憩・賑わい等の滞留空間を確保

（災害時には一時滞在のための空間等としても利用）

待合空間のイメージ（神戸三宮）

出典：国道2号等 神戸三宮駅前空間の事業計画
(国土交通省・神戸市)

デッキ上の賑わい広場のイメージ
（さいたま新都心・けやき広場）

非常用発電機

備蓄倉庫滞留空間

立体道路区域等の各種制度の活用

4階

3階

2階

歩行者動線・施設配置の最適化

【横動線の最適化】

・他の交通モードの拠点と階
層ごとに立体的に配置する
ことにより、交通モード間の
乗継ぎ時の水平移動を最
小化

バスタ新宿の例

出典： 社会資本整備審議会 道路分科会 第55回基本政策部会 資料(国土交通省)

点在するバス停の集約

・駅周辺などに点在するバス停を集約してバスターミナル化
・地域特性を踏まえた、公共交通の再編などとも連携

出典：モーダルコネクト検討会資料(国土交通省)

・立体道路区域等の制度を活用した拠点空間の有効活用
・民間事業者の創意工夫を活かした空間整備

バスタ新宿の例

出典： 社会資本整備審議会 道路分科会
第55回基本政策部会 資料(国土交通省)

出典：Acoustic Village 2019(http://acoustic-village.com/)

虎ノ門ヒルズ 森タワーの例

出典： 森ビル株式会社 資料



取組例（ソフト・ハードを含めた防災機能の強化）

帰宅困難者等の一時滞在

【一時的な滞在空間】

・待合空間や広場空間については、災
害時には施設に滞留する帰宅困難者
の一時的な滞留空間の確保

非常用物資の備蓄

ライフラインの確保

【支援物資の備蓄スペース】

・帰宅困難者の一時的な滞在に必要な
支援物資の備蓄倉庫の確保

【非常用発電機】

・非常用発電機等の設備により、災害時
の事業継続性の向上

設置時
期

発災から72時間(原則3日間)
程度まで運営

目的 帰宅困難者の受入

支援事
項

食料、水、毛布又はブラン
ケット、トイレ、休憩場所、
情報等

（一時滞在施設の概要）

出典：一時滞在施設の確保及び運営のガイドライン H27.2.20
(首都直下地震帰宅困難者等対策連絡調整会議)を参考に作成

出典：国道2号等 神戸三宮駅前空間の事業計画(国土交通省・神戸市)

出典：国道2号等 神戸三宮駅前空間の事業計画(国土交通省・神戸市)

論点３

代替輸送機能の確保

出典：国道2号等 神戸三宮駅前空間の事業計画(国土交通省・神戸市)

・災害時の帰宅困難者等の輸送にバス
ターミナル等を活用

出典：国道2号等 神戸三宮駅前空間の事業計画(国土交通省・神戸市)

24

出典：東京都防災ホームページ

【バスによる代替輸送の確保】



取組例（ICT等を活用した交通マネジメントの強化）
論点３
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災害時の情報提供

災害時の交通マネジメントICTの活用、MaaS

・MaaS等、ICTを活用した新たなサービス等との連携
・拠点における各種データのオープン化
・データを活用して、拠点のマネジメントを高度化

MaaSアプリ

出典：総務局, 産業労働局, （公財）東京観光財団
記者発表資料（平成31年3月19日)

・デジタルサイネージ等により、災害情報の提供や周辺の避難場
所・交通情報への誘導を図る

出典： 地下街防災推進事業制度の解説と地下街の取組事例
(国土交通省都市局街路交通施設課)

(通常時)

(災害時)

MaaSデータプラットフォーム

出典：広島・呉・東広島都
市圏災害時交通マネ
ジメント検討会中間と
りまとめ（R1.12.16）
（国土交通省中国地
方整備局）

・災害時に交通マネジメントの推進体制を構築した上で、交通拠点
において交通情報等の収集・提供の高度化を実施

ETC2.0データ等の活用

・ETC2.0データ等を活用したバス・タクシーの運行管理
・リアルタイムの遅延情報等をもとに旅客が効率的に乗継ぎ

出典：国土交通省記者発表資料（平成30年3月27日)

出典：社会資本整備審議会 道路分科会
第67回基本政策部会 資料(国土交通省)

出典： 週刊エコノミストonline(R1年7月22日)



鉄道駅(旅客施設)

特定車両停留施設の構造及び設備の基準（交通結節機能の高度化）

基準

○鉄道その他の公共交通機関を利用する旅客のための施設（旅客施設）に隣接もしくは近接等する特定車両停留施設は、交
通結節機能の高度化を図るため、当該施設と旅客施設との間を往来して公共交通機関相互の乗継ぎを行う旅客の利便の
増進に資するよう旅客用場所を配置すること等、適当な方法により、当該旅客の乗継ぎを円滑に行うことができる構造とす
るように努める。

乗換え動線となる
デッキの高さを統一
乗換え動線となる

デッキの高さを統一

【旅客の乗継ぎを円滑に行うことができる構造のイメージ】 【旅客の利便性等を考慮した旅客用場所の配置イメージ】

旅客用場所

利便施設 トイレ

出入口

発券所

待合所

出
口

出口

縦動線を集約縦動線を集約

▼エレベーターにより縦動線を集約するとともに、歩行者デッキの整備より、
乗換動線の高さを統一し、バスターミナルに円滑にアクセス

▼鉄道駅(旅客施設)からの動線上の近接した位置に利便施設と旅客場所を
配置して利用者の利便性に配慮

旅客施設と旅客用場所
を近接

特定車両用場所

旅
客

用
場

所
(乗

降
場

)旅
客

用
場

所
(乗

降
場

)

旅客用場所(乗降場)

地下鉄(旅客施設)

バスターミナル
(特定車両停留施設)

鉄道駅(旅客施設)

道路

EV

EV

歩行者デッキ

地下通路

乗降場

待合所

○交通拠点においては、旅客の利便性向上のため、鉄道等との円滑な乗継ぎを確保することが重要。

○分散するバス停の集約による移動距離の短縮や、周辺施設と歩行者動線のレベルを合わせることによる垂直移動の負荷
削減といった、交通モード間の乗継ぎの円滑化が必要。

論点３
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【旅客を一時的に滞在させる構造（イメージ）】

特定車両停留施設の構造及び設備の基準（災害時対応）

基準

○災害が発生した場合において、当該特定車両停留施設及びその周辺の旅客を一時的に滞在させる構造とするように努める。
○旅客の移動のための交通手段に関する情報、指定避難所の場所に係る情報等を提供するための設備を設けるように努める。

【旅客に情報を提供するための設備（イメージ）】

• バスの運行情報や遅延等の情報を待合い室等に設置したデ
ジタルサイネージに表示

• 災害時には、バスの臨時運行情報や災害情報、避難場所に
関する情報なども併せて情報提供

▲（神戸三宮駅前空間の
待合空間（イメージ））

▼（品川駅西口の交通
広場（イメージ））

（災害時の情報提供（イメージ））

●●

●●年●月●日
11時50分

東京 神奈川 埼玉

千葉 茨城 栃木

群馬

特別警報 警報
注意報 発表なし

気象警報の案内

周辺の緊急避難所
ＭＡＰ

広域避難場所
避難所区立小・中学校等

●●区

災害伝言ダイヤル171・web171

●●公園

▼現在地

Ａ小学校

Ｂ中学校

避難所の案内

台風〇号の影響による●●鉄
道の運休に伴い以下の方面の
臨時便を運行しています。

高速バス
臨時便のご案内

〇〇バスターミナル

臨時運行情報の案内

方面 のりば 運行間隔

〇〇〇 1 約60分

●●● ４ 約60分

△△△ ５ 約90分

▲▲▲ 6 約120分

設置時期 発災から72時間(原則3日間)程度まで運営

目的 帰宅困難者の受入

支援事項
食料、水、毛布又はブランケット、トイレ、
休憩場所、情報等

出典：一時滞在施設の確保及び運営のガイドライン H27.2.20
(首都直下地震帰宅困難者等対策連絡調整会議)を参考に作成

（一時滞在施設の概要）

• 待合空間や広場空間について、災害時には当該施設に滞留す
る帰宅困難者等の一時的な受入れ空間として活用する。

• 帰宅困難者等の一時的な滞在に必要な、食料、水、毛布等を
備蓄できるスペースを確保する。

○災害が発生した場合、交通拠点の周辺には多くの人が滞留し、また、多くの帰宅困難者も発生することが想定されるため、周
辺施設と連携・機能分担しながら、帰宅困難者への対応を行うことが必要。

○帰宅困難者の一時的な受け入れや、近隣の避難場所の情報、公共交通機関の運行情報等の提供が必要。

論点３

27

参考



論点４

地域特性等を踏まえ
交通拠点の必要な機能のあり方

28



交通結節点としての機能と空間

○バスタはバスやタクシー等の道路交通を中心とした交通結節点であることから、バスタの交通結節点としての機能を
考える場合には、これらを含む多様なモードが接続する「駅まち空間」が参考となると考えられる。

○ここで対象とする交通結節点の空間は、駅前広場やバスターミナルを中心として、他の交通モードや周辺の民間施設
等への移動経路を含む道路空間となる。

駅前広場

バスターミナル

駐輪場

空港・港湾

立体横断施設

交通結節点
トラック

ターミナル

バス停

駐車場

バスタは、バス・タクシー、車、自転車、歩行者
等の利用を中心とした交通結節点を想定。

交通結節点としての機能を考える場合、バス・
タクシー等の多様な交通モードが接続する「駅
前広場」における整理が参考になると考えられ
る。

【交通結節点としての機能】 【対象とする交通結節点の空間】

（参考）駅まち空間※が
対象とする空間

・駅改札内
・駅改札外
・駅前広場
・駅広隣接地区

対象とする
交通結節点の空間

・道路を中心とする交通結
節点の空間

駅前広場
バスターミナル 等

駅（改札内、改札外）

駅広隣接地区 駅広隣接地区

駅
広
隣
接
地
区

駅
広
隣
接
地
区

※駅まち空間事例集（令和2年7月）では、駅や駅前広場と一体的に機能の配置
を検討することが期待される地域を「駅まち空間」と定義している。

論点４
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※検討中のため未確定



交通結節点としての機能

○交通結節点としての機能について、駅まち空間における整理を参考としつつ、バスタプロジェクトの目的や目指す役
割等を踏まえて改めて整理。

※交通結節点には、施設等を管理・運営するための機能も必要な場合がある。

・人々が憩い、集い、語らいの場を提供する「交流機能」と人々の活動の中心の場として賑わいを創出する「市街地拠点機能」は「賑わ
い機能」として１つの機能にまとめた。

・なお、交通結節点の機能としては、利用者を対象とする機能の他に、供給者サイドの施設を運営する側を対象とした機能もあることに
留意する。

論点４

30

交通結節機能

景観機能

サービス機能

防災機能

駅まち空間の機能

各種交通を結節、収容する

賑わい機能

景観や緑地などにより創出される環境空間

交通結節点において、人々が提供を受けるサービス

まちづくり事業との連携やイベント等と連携して都市活動
を支援し、賑わいを創出する。
人々が憩い、集い、滞留する場を提供する空間

平常時には人々の滞留空間であるが、発災時には、防災
活動の拠点となる

交通結節点としての機能

交通結節機能

市街地拠点機能

サービス機能

都市環境形成機能

交流機能・防災機能

出所 「駅まち再構築事例集」（令和2年7月）
（国土交通省都市局街路交通施設課）

※検討中のため未確定



交通結節点としての機能の詳細化

○交通結節点としての各機能について、既存のバスターミナル等の事例を踏まえて、詳細化した上で、関連する施設・
設備のイメージを整理。

交通結節機能

景観機能

サービス機能

防災機能

乗り換え・乗り継ぎ、移動、滞留の機
能を、人の空間、車両の空間、両者
が接する空間に分けて機能を整理
新たなモビリティとの連携を追加

賑わい機能

周辺環境との調和を図り、街中での
自然を感じる空間や都市の顔とし
てのシンボル性を持つ空間の機能

人々が実際に提供を受けるサービ
ス・利用するサービスと、情報提供
のサービスに分けて整理

まちづくり事業と連携して、賑わい
を創出する機能とイベントなどと連
携して賑わいを生む機能に分けて
整理

交通結節点としての機能

①乗降機能

②歩行者の移動・滞留

③車両の移動・滞留

①景観・緑地・親水空間

①利便性向上サービス

②情報提供サービス

①まちづくり事業との連携

②賑わい空間確保・イベント実施

①代替輸送機能の確保

②帰宅困難者の一時滞在

③災害時の情報提供

バス乗降場、タクシー乗降場 等

通路、待合所、発券所、案内板 等

車路、待機場 等

緑地・植栽帯、修景施設 等

トイレ、食事・購買施設 等

観光案内所、情報提供設備 等

デッキ、パークアンドライド駐車場
等

イベント空間、オープンスペース、休
憩スペース 等

帰宅困難者の受入、備蓄 等

情報提供設備 等

バス乗降場、タクシー乗降場 等

機能の詳細化

④新たなモビリティとの連携 モビリティポート、走行空間 等

（詳細化の考え方）

災害発生時に交通結節点が求めら
れる機能を輸送、退避、情報提供に
分けて整理

論点４

（施設・設備のイメージ）

31

※検討中のため未確定



交通結節点としての機能イメージ（交通結節機能）

①乗降機能

交通結節機能…交通機関の乗継ぎのために必要な乗降、歩行者の移動、滞留、車両の移動、待機のための機能。
（⇒具体的には論点３において整理）

②歩行者の移動、滞留

・バス、タクシー等に乗降するための乗降空間

・乗降するためのバス、タクシー等の停留空間

・利用者が円滑に移動するための空間、設備
・利用者が快適に待合いを行うための空間
・バス等の利用者が円滑に乗継ぎするための設備

＜バス乗降場＞ ＜タクシー乗降場＞

出典：国道2号等 神戸三宮駅前空間の事業計画
(国土交通省・神戸市)

＜乗車券販売所＞

論点４

バスタ新宿

甲府駅南口 32

参考

カウンターでチケットの発券業務を実施。
併せて、自動券売機も設置。

バスタ新宿
バス乗降場を円形に配置し、利用者は地
下から乗降場にアクセスすることで、歩行
者とバスの動線を分離

＜待合・賑わい空間＞

待合空間を開放的な吹き抜けの空間とし、
賑わいのための空間としても活用可能

浜松駅バスターミナル

リフト付きバスによる車椅子使用者の乗
降に対応

４階にロの字型にバス乗降場を配置

バスタ新宿

バスタ新宿

＜待合空間＞

＜案内サイン、昇降設備＞

バス乗降場のある上層フロアへの案内サ
インと昇降設備

バスタ新宿

出典：東京空港交通株式会社HP

出典：国土交通省資料
出典：写真紀行・旅おりおり

※検討中のため未確定



交通結節点としての機能イメージ（交通結節機能）

③車両の移動・滞留

交通結節機能…交通機関の乗継ぎのために必要な乗降、歩行者の移動、滞留、車両の移動、待機のための機能。
（⇒具体的には論点３において整理）

④新たなモビリティとの連携

・バス、タクシー等が交通結節点の入口～停留空間～
出口を移動する車路

・公共交通へ乗換えるための自動車、自転車の駐車空間

・バスの出発待ち、タクシーの客待ち滞留のための空間

出典：未来の品川駅前空間（西口）計画～国道15号・品川駅西口駅前広場～事業計画(国土交通省)

出典：国道2号等 神戸三宮駅前空間の事業計画(国土交通省・神戸市)

論点４

バスタ新宿

33

参考

次世代交通ターミナルの設置
新たなモビリティの停車スペースとして
地区内にデポを配置

（国道2号等 神戸三宮駅前空間）

（国道15号・品川駅西口駅前広場）

・自動運転車両やマイクロモビリティ等の新たな車両の
開発・導入やシェアリング等の利用形態の多様化が進
展していることから、交通結節点ではそれらサービスと
の連携も想定していく必要がある

＜自転車駐輪場＞

＜バス・タクシーの出入口＞ ＜ショットガン方式のタクシー乗降場＞

待機場を出庫したタクシーのみ駅前の
乗降場に入庫可能

京都駅南口

機械式立体地下駐輪施設によ
り、地下空間を効率的に活用
して自転車を収納

出典：京都府タクシー協会HP
（https://kyoto-taxi.or.jp/）

出典：JFEエンジニアリング株式会社プレスリリース（平成28年5月30日）

※検討中のため未確定



交通結節点としての機能イメージ（サービス機能）

サービス機能…乗換・乗継の際に行動・判断に必要な基本的なサービスを提供するもので、各種のサービスや情
報を提供し、利便性・快適性の向上を図る機能。

①利便性向上サービス ②情報提供サービス

・移動中に利用する基本的な機能として、日常的に利用
するサービスや公的なサービスを提供

・交通情報だけではなく、地域のゲートウェイとして観光
情報、施設案内情報等を提供

出典：袖ケ浦市HP

＜トイレ＞

論点４

グランスタ東京

＜食事・購買施設＞

バスタ新宿 バスタ新宿

＜コインロッカー＞

34

参考

バスタ新宿

「水景」をコンセプトにした内装。ICTにより
空室情報も表示。

ターミナル利用者が飲料や軽食、日用品、
土産品等を購入するコンビニエンスストア

＜案内施設＞ ＜観光案内所（多言語対応）＞

＜公衆無線LAN環境＞

バスタ新宿

＜ATM、自動販売機＞

バスタ新宿

＜運行情報提供設備＞

バスタ新宿

複数のデジタルサイネージで、各方面へ
のバスの運行情報を表示。

出典：株式会社鉄道会館プレスリリース（令和2年8月3日）
出典：国土交通省記者発表資料（平成28年5月23日)

バスタ新宿

バスタ新宿

※検討中のため未確定



交通結節点としての機能イメージ（景観機能）

景観機能…都市の顔に相応しい景観施設、地域の環境に配慮した緑地や親水施設などの空間を有する機能。

①景観・緑地・親水空間

・地域の顔となる交通結節点にふさわしい景観の形成
・集った人々が散策や休息することができる緑地のある空間
・水に親しむことができるせせらぎ等のある空間

論点４

35

参考

バスタ新宿バスタ新宿

岩見沢駅中央口秋田駅西口バスターミナル

秋田杉を活用したバスの上屋

オアシス21バスターミナル

駅前に植栽・緑地広場を配置
シンボル施設、緑地広場等と一体となったバスターミナル

出典：グッドデザイン賞HP

出典：国土交通省記者発表資料（平成28年2月8日)

出典：Space Design Concierge (https://space-design.jp/oasis21/)

※検討中のため未確定



交通結節点としての機能イメージ（賑わい機能）

賑わい機能…周辺の商業施設等と交通結節点との連続的な利用が可能となる空間や、空間そのものをイベントス
ペース等に活用して賑わいを創出するための機能。

①まちづくり事業との連携

・三宮駅前空間では、デッキにより「三宮クロススクエア」と
「再開発ビル」の賑わいをつなぐことで、一体となった賑わ
い空間を創出

出典：国道2号等 神戸三宮駅前空間の事業計画（国土交通省・神戸市）

論点４

36

参考

＜バスタMARKETの状況＞

②賑わい空間確保・イベント実施

出典：国土交通省関東地方整備局東京国道事務所HP

＜交通結節点の広場空間をイベントに貸出＞

出典：米原市HP

・様々な人々が集える広場・オープンスペース
・集った人々が休憩できる、ベンチ、東屋などの空間

・賑わいの創出や快適な空間を提供するための、イベントスペース、
オープンカフェなどの出店スペース

円形広場での
イベントの状況

※検討中のため未確定



交通結節点としての機能イメージ（防災機能）

代替輸送機能の確保

防災機能…災害時等における代替輸送拠点としての活用、帰宅困難者等の一時的な受入空間、必要な情報を提
供するため拠点となる機能。（⇒具体的には論点３において整理）

帰宅困難者の一時滞在 災害時の情報提供

・乗換待合所、広場、オープンスペースな
どを災害時の帰宅困難者等への一時滞
在のために活用

・災害時には、臨時交通案内情報や災害
情報等を提供できる設備

出典：国道2号等 神戸三宮駅前空間の事業計画(国土交通省・神戸市)

出典：総務局, 産業労働局, （公財）東京観光財団記者発表資料
（平成31年3月19日)

出典：国道2号等 神戸三宮駅前空間の事業計画(国土交通省・神戸市)

・災害時の帰宅困難者等の輸送にバス
ターミナル等を活用

出典：国道2号等 神戸三宮駅前空間の事業計画(国土交通省・神戸市)

論点４

37

参考

ライフラインの確保

【非常用発電機】

・非常用発電機等の設備により、災害時
の事業継続性の向上

出典：国道2号等 神戸三宮駅前空間の事業計画(国土交通省・神戸市)

非常用物資の備蓄

【支援物資の備蓄スペース】

・帰宅困難者の一時的な滞在に必要な
支援物資の備蓄倉庫の確保

出典：国道2号等 神戸三宮駅前空間の事業計画(国土交通省・神戸市)

※検討中のため未確定



交通結節点の必要な機能のあり方に係る検討方針

○既存のバスターミナルの事例等を踏まえ整理した交通結節点の機能やその詳細化に対して、地域や交通モードなど
の特性に応じて必要となる機能についてさらに詳細に検討し、地域特性等に応じて必要な機能の考え方をとりまとめ、
ガイドラインの「求められる機能」において反映。

【今後の検討方針】 地域や結節する交通モードなどの特性に応じて必要となる機能

バスタの機能に影響を与える特性を抽出

＜想定している特性＞

事例を用いて各バスターミナルの特性と機能を整理

代表的なバスターミナルのタイプを想定し、必要と考えられる機能を整理
・整理結果から、代表的なバスタの”タイプ”✕”地域”に応じて備えている機能を整理し、地域や結節する
交通モードによって必要な機能を整理する。

立地場所（都市部、郊外部、観光地等） 結節する交通モードの種類

施設利用者数 運行状況（便数、運行間隔等）

施設規模（バスバース数等） 周辺の都市環境（商業施設等） など

バスターミナル タイプ

特 性 機 能

立地 利用
者

施設
規模

交通
モード

・・・ 利用者
移動滞留

情報提供
サービス

賑わい
イベント

・・・

○○バスターミナル マルチ 都市部 大 大 多数 待合室
発券所

案内所
無料Wi-Fi

イベント
空間

△△バスターミナル 地域のバスタ 観光地 大 中 少数 待合室 観光情報
端末

オープン
カフェ

論点４
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※検討中のため未確定



論点６

整備・運営手法等の考え方

39



多様な主体との連携の視点

交通拠点の整備、管理・運営に際しては、関係する主体（ステークホルダー）は多種多様。

交通拠点の機能を最大限発揮するためには、事業手法や制度を駆使し、これら多様な主体との連携が不可欠。

地元自治体
(まちづくりの主体) 道路管理者

ディベロッパー
商業施設所有者
地権者 等

交通事業者
（鉄道事業者、バス事業者
タクシー事業者等）

勉強会、検討会、法定協議会*
個別協議、リビングラボ

マネジメント組織
アーバンデザインセンター 等

交通管理者一般市民（自治会等）
地域NPO、地元商組織

既存エリアマネジメント団体等

モビリティ関連
サービス事業者

まちづくり・モビリティ
マネジメントの検討

研究機関
(大学等)

論点６
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* 法定協議会：
地域公共交通の活性化及び
再生に関する法律第6条で定
められた協議会

※検討中のため未確定



「機能の連携」「空間の共有」の視点

社会的ニーズの変化や新技術の導入等により交通結節点に求められる機能も変化する中で、個々の施設の整
備主体だけですべてのニーズ対応することは困難。

そのため、周辺施設等との「機能の連携」「空間の共有」により、地域全体としてニーズに対応できるよう、柔軟に
対応していくことが必要。

論点６
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出典 「駅まち再構築事例集」（令和2年7月）
（国土交通省都市局街路交通施設課）

※検討中のため未確定



整備・運営手法等の考え方に係る検討方針

• 交通拠点の整備、管理運営の各段階における多
様な主体の連携のあり方について、具体的な事
例の文献調査等も踏まえて、活用可能な諸制度
等も含めて整理

• 機能の連携と空間の共用については、さらなる事
例を追加して、アイデアや活用可能な制度、留意
点等を事例集的に整理

• 施設の整備、管理・運営にかかる事業手法（ＰＦＩ
制度等）については、交通拠点の施設規模や立地
形態ごとのメリット・デメリット等を含めて整理

• あわせて、用地（権原）の確保にかかる、都市計
画制度等の関係する制度について、既存の指針・
ガイドライン等を参照しつつ整理

ガイドラインの「事業の進め方」に反映 ガイドラインの「整備・管理運営手法」に反映

〇機能の連携と空間の共有 〇施設の整備、管理・運営手法（今後の検討）
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論点６

○整備・運営手法等の考え方の具体化に向けて、交通拠点に限らず広く事例を整理して、活用可能な制度や留意点等
をとりまとめ、ガイドラインの「事業の進め方」、「整備、管理・運営手法」において反映。

【今後の検討方針】 多様な主体との機能の連携・空間の共有の具体化

※検討中のため未確定



機能の連携と空間の共有の事例

事 例 機能の連携と空間の共有の概要

【渋谷駅周辺地区】
再開発ビルと連携した歩行者動線の整理によ

る回遊性向上

デッキ・エスカレーター等
×

維持管理

【虎ノ門地区】
広場と道路の兼用による歩行者ネットワーク

の確保と賑わい空間の創出

広場・立体横断施設
×

維持管理・用地

【日本橋地区】
人・まち・駅を一体化する歩行空間の創出と

維持管理

地下歩道
×

維持管理・情報発信

論点６
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民間施設と一体的に整備することで機能の連携と空間の共有を実現した取組事例



【参考事例】

再開発ビルと連携した歩行者動線の整理による回遊性向上

（国道246号 渋谷駅周辺整備事業）
事例のポイント

公共空間である「デッキ・地下通路」と開発事業者が設
置した「歩行者通路」が一体となって歩行者動線ネット
ワークを形成

連携主体 東急、JR東日本、東京地下鉄、UR都市機構

役割分担
• 歩道橋、地下通路整備（道路管理者)
• 歩行者通路整備(開発事業者)

メリット
• 駅周辺の歩行者ネットワークの連続性確

保と民間施設へのアクセス性確保が両立

活用した手法

• 都市再生特別措置法（都市再生緊急整備
地域）

• 区画整理事業
• 立体都市計画制度

歩行者動線ネットワークの整序化と民間施設へのアクセス向上

論点６

歩行者デッキについては、清掃等の日常的な維持管理につい
て民間事業者との役割分担により実施

民間事業者との役割分担による維持管理の実施
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参考

出典：国土交通省資料

不連続であった渋谷駅周辺の歩行者動線ネットワークについて、
垂直動線をアーバンコア、水平動線をデッキ・地下歩道に集約

民間施設内にアーバンコアを設置したことで民間施設へのアク
セスと歩行者動線ネットワークの連続性・回遊性確保を両立

西口デッキ

西口地下通路
国道246号拡幅

東口デッキ

東口地下広場

JR線JR線

東京メトロ銀座線東京メトロ銀座線

首都高3号渋谷線首都高3号渋谷線

明治通り明治通り



【参考事例】

広場と道路の兼用による歩行者ネットワークの確保と賑わい空間の創出

（国道1号 虎ノ門横断歩道事業【検討中】） 事例のポイント

連携主体 虎ノ門一・二丁目地区市街地再開発組合

役割分担
• 歩行者デッキ整備（開発事業者）
• 道路占用許可（道路管理者）

メリット

• 駅周辺の歩行者ネットワークの連続性確
保と民間施設へのアクセス性確保が両立

• 既存広場と一体となりイベント等にも活用
可能な空間の創出

活用した手法
• 都市再生特別措置法（都市再生緊急整備

地域）
• 第一種市街地再開発事業

民間ビル側の広場と一体的につながったまとまりある広場を整
備することにより、多様な都市活動の展開が可能な空間を創出

道路上空に民間施設と一体的に繋がったオープンスペースを確保

民間工作物との兼用により歩行者ネットワークの連続性を確保

論点６

民間ビルに挟まれた国道1号の上空を道路と広場（民間
所有）の兼用工作物でつなぐことで、歩行者動線の分断
を回避し、連続的な歩行者ネットワークの確保を検討中
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参考

出典：国土交通省資料

出典：国土交通省資料
出典：国土交通省資料



機能の連携と空間の共有の事例

人・まち・駅を一体化する歩行空間の創出と維持管理

（国道4号 日本橋地区都市再生事業） 事例のポイント

連携主体 日本橋室町エリアマネジメント

役割分担
• 広告占用許可(道路管理者)
• 広告媒体の管理、審査（エリアマネジメント組織）

メリット
• 道路管理者の維持管理費負担を削減
• 地域団体によるイベント資金の一部確保

活用した
手法

• 「地域における公共的な取組みに要する費用へ
の充当を目的とする広告物の道路占用の取扱
いについて」（平成20年3月25日付国道理第22号）

エリアマネジメント組織による広告収入
を地下歩道の維持管理費の一部に充当
することにより、道路管理者の維持管理
負担を軽減

エリアマネジメント組織は、広告により積
極的な情報発信を行うとともに、収入の
一部を地下歩道を使用したイベント等の
開催に充当してまちづくり活動を推進

地下歩道に民間建物開口部を設け利便性向上と賑わいを創出

広告活用により維持管理費の軽減とまちづくり活動推進を実現

人・まち・駅を一体化する歩行者ネットワーク創出のため、
再開発事業と連携して、3つの鉄道駅と民間施設を連
絡する地下歩道を整備し、維持管理も官民で連携

論点６
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参考

出典：国土交通省資料

出典：国土交通省資料
東京国道事務所HP

出典：国土交通省資料



官民連携による事業手法

事業手法 一般公共事業 指定管理者制度 協定による施行 PFI（BTO方式） PFI（ｺﾝｾｯｼｮﾝ方式）

手法の概要

資金調達、建設、運営に
関わる全ての業務を公
共が行う。

資金調達、建設を公共
が行い、公共が指定す
る指定管理者が運営を
行う。

公共と民間で一体的な
施設を整備し、管理区分
等は協定によって定め
る。運営は、ターミナル
会社を設立して実施。

民間が資金調達し、施
設を建設して、公共に所
有権を移転し、施設の維
持管理・運営を事業期
間終了時まで行う。

民間が公共から事業運
営権を取得し、改修投資
等を含め、全面的に
サービス提供を行う

交
通
結
節
点
の
整
備
、
管
理
、

運
営
に
お
け
る
役
割
分
担

資金調達 公共 公共 民間 公共

建設主体 公共 公共 民間 公共

土地所有者 公共 公共 公共 公共 公共

建物所有者 公共 公共 公共 公共

運営主体 公共 民間（公共が指定） 民間（ターミナル会社）
民間

（公共から事業運営権を取得）
民間

（公共から事業運営権を取得）

メリット

公共性が確保される。
安定経営が指向される。

民間ノウハウの活用に
よるサービスの質の向
上・効率化が期待される。
最終的な責任を公共に
残したまま一定の管理
権限を民間に付与する
ことで柔軟な管理運営
が可能となる。
条令の範囲内で料金設
定が可能で民間の収入
とすることが可能となる。

民間ノウハウの活用に
よるサービスの質の向
上・効率化が期待される。

設計～管理運営まで
トータルで民間ノウハウ
による創意工夫、コスト
削減が期待される。

管理運営段階のコスト
は民間負担となり、コス
ト縮減が期待できる。

デメリット

公的資金による運営と
なる。

地方自治法に基づく制
度であり、国が主体の事
業は対象外

複数の管理協定を締結
することが必要となり手
続きが煩雑となる。

PFI事業者の見極めの
ための調査や公募・選
定の準備に期間(概ね2
～3年)を要する。
資金調達及び建設を民
間が行うため、参入の
ハードルが高くなる。

PFI事業者の見極めの
ための調査や公募・選
定の準備に期間(概ね2
～3年)を要する。
資金調達及び建設を公
共が行うためBTO方式
よりも公共の負担が大き
くなる。

田名バスターミナル
奈良公園バスターミナル

道の駅舞ロードIC千代田 バスタ新宿 道の駅 函南
※バスターミナルは事例なし

仙台空港
※バスターミナルは事例なし

※PPP・PFI 事業・推進方策事例集（国土交通省総合政策局）、 内閣府 民間資金等活用事業推進室（PPP/PFI推進室）HP、多様な民間事業者の参入に向けて（国土交通省 総合政策局）を参考に作成

論点６
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参考

公共・民間
（デベロッパー等）
※協定により決定

公共・民間
（デベロッパー等）
※協定により決定

公共・民間
（デベロッパー等）


